
 

 

甲州市建設関連業務条件付き一般競争入札実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、甲州市が発注する建設関連業務において実施する条件付き一

般競争入札に関し、甲州市財務規則（平成１７年１１月規則第４８号。以下「財

務規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 建設関連業務 測量業務、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補

償関係コンサルタント業務をいう。 

(２) 条件付き一般競争入札 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。  

以下「政令」という。）第１６７条の５第１項及び第１６７条の５の２の規定に

より市長が一般競争入札に参加する者の必要な資格を定め、当該資格を有する

者により行う一般競争入札をいう。 

(３) 通常一般競争入札 入札前に競争参加資格審査を行い、資格確認通知を受

けた者による入札の結果に基づき落札決定する条件付き一般競争入札をいう。 

(４) 事後審査型一般競争入札 入札後において競争参加資格の確認を行い、落

札決定する条件付き一般競争入札をいう。 

 （対象となる業務） 

第３条 条件付き一般競争入札の対象となる建設関連業務は、予定価格（消費税及

び地方消費税を含む。）が概ね１千万円以上の建設関連業務で一般競争に付するこ

とが望ましいと市長が認めたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる案件については対象としないことができ

るものとする。 

(１) 政令第１６７条の２第１項に定める随意契約によることができる案件 

(２) 対象業務の性質、専門性、地域的特性、目的その他特別の理由により一般

競争入札に適さない案件 

 （入札方式） 

第４条 前項の規定により条件付き一般競争入札の対象となる業務は、次の各号に



 

 

掲げる区分に応じ、当該各号に定める方式により入札に付するものとする。 

(１) 第６条に規定する入札参加資格委員会が入札前の競争参加資格審査が特に

必要であると認めたもの 通常一般競争入札 

(２) 前号に規定する業務以外のもの 事後審査型一般競争入札 

 （入札参加資格） 

第５条 条件付き一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」

という。）は、現に有効である本市の測量・建設コンサルタント等入札参加有資格

者名簿に登載されている者のうち、次の各号に掲げる要件の全てを満たしている

ものとする。 

(１) 政令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

(２) 政令第１６７条の４第２項（第１６７条の１１第１項において準用する場

合も含む。）の規定により、本市の入札参加制限を受けていない者であること。 

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であっ

てその役員が暴力団員でないこと。 

(４) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立

て又は民事再生法（平成１１年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し

立てがなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、

入札参加申請締切までに競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でない

こと。 

(５) 甲州市建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成１７年１２月１

日実施）に基づく指名停止を受けている期間中である者でないこと。 

(６) 入札日前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。 

(７) 入札の日において不渡りによる取引停止処分を受けてから２年を経過して

いない者でないこと。 

(８) 国税、山梨県税、甲州市税について滞納がない者であること。 

２ 市長は、前項に定めるもののほか必要な入札参加資格は、次に掲げるものの中

から必要に応じて定めることができるものとする。 

 （１） 本店又は営業所の所在地に関すること 

 （２） 対象業務と同種の業務の実績に関すること 



 

 

 （３） 対象業務に配置を予定する技術者及び実績に関すること 

 （４） その他必要と認める事項 

 （入札参加資格委員会） 

第６条 市長は、前条に定める入札参加資格等を審議するため、甲州市一般競争入

札参加資格委員会（以下「入札参加資格委員会」という。）を設置する。 

２ 入札参加資格委員会の設置に関し必要な事項は別に定める。  

 （公告内容等の決定） 

第７条 市長は、前条の審議を経て、入札参加資格のほか、公告の内容その他入札

を執行する際の条件等を決定する。 

 （入札の公告） 

第８条 市長は、政令第１６７条の６の規定に基づき、対象業務の特性に応じ入札

公告、入札説明書を作成し、次に掲げる方法により公告するものとする。 

（１） 甲州市役所本庁舎及び勝沼支所、大和支所各庁舎前掲示場での掲示 

（２） 甲州市ホームページ（以下「ホームページ」という。）への掲載 

 （入札参加等） 

第９条 建設関連業務条件付き一般競争入札に参加しようとする者は、甲州市建設

関連業務（通常・事後審査型）条件付き一般競争入札参加申出書（様式第１号）

（以下「参加申出書」という。）を公告に示した期限までに提出しなければならな

い。 

２ 市長は、入札参加資格を確認するため、入札参加希望者から所定の期限までに

入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び、入札方式に応じて公告

に示した日時及び場所に次に掲げる入札参加資格確認書類（以下「書類」という。）

の提出を求めることとする。 

 （１） 甲州市建設関連業務（通常・事後審査型）条件付き一般競争入札参加資

格確認申請書（様式第２号） 

 （２） 甲州市建設関連業務（通常・事後審査型）条件付き一般競争入札参加資

格要件等総括表（様式第３号） 

 （３） 同種業務実績調書（様式第４号）及び同種業務実績が確認できるものの

写し 

 （４） 配置予定技術者調書（様式第５号）及びその資格等が確認できるものの



 

 

写し 

 （５） 業務積算内訳書（通常一般競争入札、事後審査型一般競争入札とも入札

時に提出。） 

 （６） 甲州市建設関連業務通常条件付き一般競争入札参加資格確認結果通知書

の写し（通常一般競争入札のみ入札時に提出。） 

 （７） その他公告に示した書類 

３ 前項における申請書及び書類の提出方法は、公告及び入札説明書に記載するも

のとする。 

 （通常一般競争入札参加資格の確認等） 

第 10 条 市長は、通常一般競争入札を行うときは、入札に参加しようとする者の入

札参加資格の有無について書類審査により確認を行うものとし、書類審査に疑義

が生じたときは、入札参加資格委員会に諮ることとする。 

２ 市長は、前項の確認の結果を甲州市建設関連業務通常条件付き一般競争入札参

加資格確認結果通知書により申請書を提出した者に通知する。 

３ 市長は、入札参加資格が無いと認めた者に対し、第２項の通知にその理由を付

すとともに、所定の期限内に入札参加資格が無いと認めた理由について詳細な説

明を求めることができる旨を併せて通知するものとする。 

４ 入札参加資格が無いと認められた者が、入札参加資格が無いと認められた理由

について詳細な説明を求める場合は、第２項の通知をした日の翌日から起算して

７日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定す

る行政機関の休日を含まない。）以内に、市長に対して通常一般競争入札参加資

格不認定理由説明要請書（様式第６号）の持参により行うものとする。 

５ 市長は、前項の規定により詳細な説明を求められたときは、入札参加資格委員

会の審議に付し、原則として前項の入札参加資格が無いと認めた理由についての

説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日（行政機関の休日に関

する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する行政機関の休日を含まな

い。）以内に、詳細な説明を求めた者に対し通常一般競争入札参加資格不認定理由

説明要請回答書により回答するものとする。 

６ 市長は、前項の審議により、入札参加資格があると認める場合は、第３項の通

知を取り消し、前項の回答と併せて、改めて入札参加資格がある旨の通知を行う。 



 

 

７ 第３項の規定により入札参加資格が無いと認められた者は、第４項の規定によ 

り入札参加資格が無いと認められた理由について説明を求めたことをもって、入 

札に係る事務の執行を妨げることはできないものとする。 

（設計図書等） 

第 11 条 市長は、条件付き一般競争入札に参加するために必要な設計図書等を公告

の日から入札の前日までホームページに掲載するものとする。ただし、市長が必

要と認めるときは、掲載する内容に制限を加えることができるものとする。 

２ 設計図書等に対する質問は、公告に示した方法により、原則として設計図書の 

 閲覧を開始した日の翌日から、入札執行日の５日前まで受け付ける。 

３ 質問に対する回答は、原則として質問書の提出日の翌日から起算して２日後ま 

でに、公告に示した方法により入札者全員に対し回答するとともに、供覧を開始 

し、入札執行日の前日に終了する。 

（現場説明会） 

第 12 条 建設関連業務条件付き一般競争入札に係る現場説明会は、原則として実施 

しないこととする。 

 （入札保証金及び契約保証金） 

第 13 条 建設関連業務条件付き一般競争入札に係る入札保証金及び契約保証金は、

財務規則に定めるところによるものとし、納付等については公告において明らか

にする。 

２ 入札保証金等は、落札者に対しては契約保証金の納付後（契約保証金の納付に 

代えて担保が提供される場合にあっては、当該担保の提供後）、その他の者に対し 

ては落札者の決定後に返還するものとする。 

（入札の執行） 

第 14 条 建設関連業務条件付き一般競争入札を行う場合、市長は、原則として第１

０条第２項の質問書の提出期限日の翌日から起算して５日後以降に入札を執行す

るものとする。 

２ 市長は、前項の入札の執行にあたり、原則として予定価格を事前公表すること

とし、入札の執行回数は１回とする。 

３ 入札した結果、入札参加者が１者の場合であっても、当該参加者が失格又は入

札が無効となるものでないときは、入札は成立したものとする。 



 

 

４ 前項の規定にかかわらず、最低入札参加者数を確保する入札にあっては、入札

公告にその旨を明示するものとし、当該入札において最低入札参加者数が確保で

きない場合は、当該入札を中止することができるものとする。 

 （入札の無効） 

第 15 条 公告に掲げた入札参加資格のない者のした入札、申請書または書類に虚偽 

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

２ 市長から入札参加資格のあることを通知された者であっても、確認後、入札ま

での間にその要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

 （開札の立会い） 

第 16 条 入札参加者が開札に立ち会わないとき又は郵便による入札のときは、施行 

 令第１６７条の８第１項の規定により当該入札事務に関係のない職員を立ち会わ

せるものとする。 

（落札者の決定等） 

第 17 条 通常一般競争入札を執行したときは、予定価格の範囲内（最低制限価格を

設けた場合は、予定価格と最低制限価格の範囲内）で最低の価格をもって入札し

た者を落札者とする。ただし、落札者となるべき同価格の入札をした者が２人以

上ある場合は、直ちに当該入札をした者にくじを引かせて落札者を決定するもの

とする。 

２ 事後審査型一般競争入札を執行したときは、予定価格の範囲内（最低制限価格

を設けた場合は、予定価格と最低制限価格の範囲内）で、最低価格で入札した者

から順に３番目の者までを落札候補者とし、価格の低い順にその入札価格及び落

札候補者の名前を読み上げ、落札を保留し、最低価格の落札候補者から順に入札

参加資格要件等の審査を行い、後日落札決定する旨を宣言して開札を終了するも

のとする。ただし、落札候補者となるべき同価格の入札をした者が２人以上ある

場合は、直ちに当該入札をした者にくじを引かせて落札候補者を決定するものと

する。 

３ 市長は、事後審査型一般競争入札の開札をした日の翌日から起算して３日以内

（期限については閉庁日を含めないで算定する。第６項及び第７項において同

じ。）に、最も入札価格の低い落札候補者から順に、提出された第９条に掲げる書

類について審査を行うものとする。ただし、書類審査に疑義が生じたときは、入



 

 

札参加資格委員会に諮るものとする。 

４ 前項の審査の結果、第１番目の落札候補者が不合格となった場合は、新たに次 

の順位の者を落札候補者として審査を行うものとする。 

５ 第３項の審査の結果、落札候補者が合格したときは、落札者として決定するも 

のとし、市長は速やかに落札決定通知書及び電話等の方法によりその旨を当該落

札候補者に通知するものとする。 

６ 前項の規定による落札者の決定までに、落札者候補者が公告に示すいずれかの

入札参加資格要件を満たさなくなった場合は、当該候補者の入札参加資格を失っ

たものとする。 

７ 市長は、落札候補者が入札参加資格を満たしていないと認めた場合は、当該落

札候補者に対して、入札参加資格不適格通知書（以下「不適格通知書」という。）

を送付するものとする。 

８ 前項の規定により不適格通知書の送付を受けた者は、当該通知を受理した日か 

ら起算して３日以内に、入札参加資格を満たしていないと認められた理由（以下 

「不適格理由」という。）についての説明を、事後審査型一般競争入札参加資格不 

適格理由説明要請書（様式第７号）により求めることができるものとする。 

９ 市長は、前項の規定により不適格理由についての説明を求められた場合には、

入札参加資格委員会に諮り、前項の規定により説明を求めることができる最終日

から起算して３日以内に、事後審査型一般競争入札参加資格不適格理由説明要請

回答書により回答するものとする。 

10 第７項の規定により不適格通知書の送付を受けた者は、第８項の規定により不 

適格理由の説明を求めたことをもって、入札に係る事務の執行を妨げることはで 

きないものとする。 

 （契約の確定） 

第 18 条 条件付き一般競争入札の執行後、市長と落札者の双方が契約書に記名押印

したときに契約が確定する。 

２ 落札者が契約締結までの間に対象業務の入札公告に掲げた入札参加資格を一つ 

でも満たさなくなった場合は、契約を締結しない。この場合において、市は損害

賠償の責めを負わないものとする。 

 （費用の負担） 



 

 

第 19 条 入札書等の作成、提出に関する一切の費用は入札参加者の負担とする。 

 （入札結果の公表） 

第 20 条 市長は、入札結果を甲州市建設工事等の入札及び契約に係る情報の公表に

関する事務取扱要綱（平成２１年１０月１０日施行）に基づき公表するものとす

る。  

 （その他） 

第 21 条 財務規則及びこの要綱に定めるもののほか、建設関連条件付き一般競争入

札の執行に関し必要な事項は、甲州市入札心得（平成１７年１２月１日実施）の

定めるところによる。 

    

附 則（令和４年３月３１日告示第７２号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


